
78 

 

 

・通知：第２の３（７）⑲ 

訪問介護（指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成 12年厚

生省告示第 19号）別表指定居宅サービス介護給付費単位数表の１ 訪問介護費の注

３に規定する生活援助が中心である指定訪問介護に限る。以下この⑲において同じ。）

の利用回数が統計的に見て通常の居宅サービス計画よりかけ離れている場合には、

利用者の自立支援・重度化防止や地域資源の有効活用等の観点から、市町村が確認

し、必要に応じて是正を促していくことが適当である。このため、基準第 13条第

18号の２は、一定回数（基準第 13条第 18号の２により厚生労働大臣が定める回数

をいう。以下同じ。）以上の訪問介護を居宅サービス計画に位置づける場合にその

必要性を当該居宅サービス計画に記載するとともに、当該居宅サービス計画を市町

村に届け出なければならないことを規定するものである。届出にあたっては、当該

月において作成又は変更（⑯における軽微な変更を除く。）した居宅サービス計画

のうち一定回数以上の訪問介護を位置づけたものについて、翌月の末日までに市町

村に届け出ることとする。なお、ここで言う当該月において作成又は変更した居宅

サービス計画とは、当該月において利用者の同意を得て交付をした居宅サービス計

画をいう。 

なお、基準第 13条第 18号の２については、平成 30年 10月１日より施行されるた

め、同年 10月以降に作成又は変更した居宅サービス計画について届出を行うこと。 

 

○ 特定事業所集中減算について 

問 135 平成 28年５月 30日事務連絡「居宅介護支援における特定事業所集中減算（通

所介護・地域密着型通所介護）の取扱いについて」（介護保険最新情報 Vol.553）に

おいて、特定事業所集中減算における通所介護及び地域密着型通所介護の紹介率の計

算方法が示されているが、平成 30年度以降もこの取扱いは同様か。 

（答） 

貴見のとおりである。 

 

○ 特定事業所加算（Ⅰ）、（Ⅱ）及び（Ⅲ）について 

問 136 特定事業所加算（Ⅰ）、（Ⅱ）及び（Ⅲ）において、他の法人が運営する指定居

宅介護支援事業者と共同で事例検討会、研修会等を実施することが要件とされ、解釈

通知において、毎年度少なくとも次年度が始まるまでに事例検討会等に係る次年度の

計画を定めることとされているが、平成 30年度はどのように取扱うのか。 

（答） 

・平成 30年度については、事例検討会等の概略や開催時期等を記載した簡略的な計

画を同年度４月末日までに定めることとし、共同で実施する他事業所等まで記載した
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最終的な計画を９月末日までに定めることとする。 

・なお、９月末日までに当該計画を策定していない場合には、10 月以降は特定事業

所加算を算定できない。 

 

○ 特定事業所加算について 

問 137 特定事業所加算（Ⅰ）から（Ⅲ）において新たに要件とされた、他の法人が運

営する居宅介護支援事業者と共同での事例検討会、研修会等については、市町村や地

域の介護支援専門員の職能団体等と共同して実施した場合も評価の対象か。 

（答） 

・貴見のとおりである。 

・ただし、当該算定要件における「共同」とは、開催者か否かを問わず２法人以上が

事例検討会等に参画することを指しており、市町村等と共同して実施する場合であっ

ても、他の法人の居宅介護支援事業者が開催者又は参加者として事例検討会等に参画

することが必要である。 

 

○ 特定事業所加算（Ⅳ）について 

問 138 特定事業所加算（Ⅳ）については、前々年度の３月から前年度の２月までの間

における退院・退所加算及びターミナルケアマネジメント加算の算定実績等を算定要

件とし、平成 31年度より算定可能とされたが、要件となる算定実績について平成 31

年度はどのように取り扱うのか。 

（答） 

・平成 31年度に限っては、前々年度の３月において平成 30年度介護報酬改定が反映

されていないため、退院・退所加算及びターミナルケアマネジメント加算それぞれに

ついて、以下の取扱いとする。 

【退院・退所加算】 

平成 29年度３月における退院・退所加算の算定回数と平成 30年度４月から同年

度２月までの退院・退所加算の算定に係る病院等との連携回数の合計が 35回以上で

ある場合に要件を満たすこととする。 

【ターミナルケアマネジメント加算】 

平成 30 年度の４月から同年度の２月までの算定回数が５回以上である場合に要

件を満たすこととする。 

 

・なお、退院・退所加算の算定実績に係る要件については、退院・退所加算の算定回

数ではなく、その算定に係る病院等との連携回数の合計により、例えば、特定事業所

加算(Ⅳ)を算定する年度の前々年度の３月から前年度の２月までの間において、退

院・退所加算(Ⅰ)イを 10 回、退院・退所加算(Ⅱ)ロを 10 回、退院・退所加算(Ⅲ)
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を２回算定している場合は、それらの算定に係る病院等との連携回数は合計 36回で

あるため、要件を満たすこととなる。 

 

○ 入院時情報連携加算について 

問 139 先方と口頭でのやりとりがない方法（ＦＡＸやメール、郵送等）により情報提

供を行った場合には、送信等を行ったことが確認できれば入院時情報連携加算の算定

は可能か。 

（答） 

入院先の医療機関とのより確実な連携を確保するため、医療機関とは日頃より密な

コミュニケーションを図ることが重要であり、ＦＡＸ等による情報提供の場合にも、

先方が受け取ったことを確認するとともに、確認したことについて居宅サービス計画

等に記録しておかなければならない。 

 

○ 退院・退所加算について 

問 140 退院・退所加算（Ⅰ）ロ、（Ⅱ）ロ及び（Ⅲ）の算定において評価の対象とな

るカンファレンスについて、退所施設の従業者として具体的にどのような者の参加が

想定されるか。 

（答） 

退所施設からの参加者としては、当該施設に配置される介護支援専門員や生活相談

員、支援相談員等、利用者の心身の状況や置かれている環境等について把握した上で、

居宅介護支援事業所の介護支援専門員に必要な情報提供等を行うことができる者を

想定している。 

 

○ 居宅サービス計画の変更について 

問 141 今回、通所介護・地域密着型通所介護の基本報酬のサービス提供時間区分につ

いて、２時間ごとから１時間ごとに見直されたことにより、時間区分を変更すること

としたケースについては、居宅サービス計画の変更（サービス担当者会議を含む）は

必要なのか。 

（答） 

・介護報酬算定上のサービス提供時間区分が変更になる場合（例えば、サービス提供

時間が７時間以上９時間未満が、７時間以上８時間未満）であっても、サービスの内

容及び提供時間に変更が無ければ、居宅サービス計画の変更を行う必要はない。 

・一方で、今回の時間区分の変更を契機に、利用者のニーズを踏まえた適切なアセス

メントに基づき、これまで提供されてきた介護サービス等の内容をあらためて見直し

た結果、居宅サービス計画を変更する必要が生じた場合は、通常の変更と同様のプロ

セスが必要となる。 


